
1

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

341 施策 健康づくりの推進

母子保健事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

4

平成 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① １歳６か月児健診事業 保健センター
幼児期において、身体の発育及び精神発達の面から重要な時期であ
る１歳６か月児を対象に、医師、歯科医師等による健康診査を実施す
る。

事業全体が法定
事務

（千円）

17,337
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
２歳６か月児歯科健診事

業
保健センター

２歳６か月児を対象に、口腔内検査、カリオスタット検査、歯科保健指
導を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

5,949
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 元 年度

継続

実施区分

③ ３歳児健診事業 保健センター
幼児期において、身体の発育及び精神発達の面から重要な時期であ
る３歳児を対象に、医師、歯科医師等による健康診査を実施する。

事業全体が法定
事務

（千円）

22,087
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・すくすく赤ちゃんクラブ（４か月児健康診査事後指導事業）は、保健指導・相
談、母子の交流を目的に平成10年度に開始したが、当時に比べ、現在は母子
の交流や育児相談の場、子育て支援等が充実していることから、実施方法や
内容を見直す必要がある。

平成 元 年度

継続

実施区分

④ ４か月健診事業 保健センター
乳児期の大切な節目である４か月児を対象に、身近な医療機関での
個別健診や、栄養・発達等についての保健指導・グループワークを実
施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

20,180
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

視聴覚疾病の早期発見につなげるために必要な事業であるが、受診率が7割
程度であるため、受診率の向上を図り、引き続き全額公費負担により継続して
実施していく必要がある。

平成 元 年度

継続

実施区分

⑤ 乳幼児精密健診事業 保健センター
３歳児健診の結果、視聴覚精密検査を必要とする幼児を対象に、専
門医師による検査・相談を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

1,083
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 元 年度

継続

実施区分

⑥ 経過観察健診事業 保健センター
各種乳幼児健診・相談の結果、経過観察を必要とする乳幼児を対象
に、専門医師や発達指導員による健診・相談を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

4,814
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

未熟児専門相談事業 保健センター



2

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

し、

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　母子保健事業 4 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 341 施策 健康づくりの推進

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦ 歯科フォロー事業 保健センター
幼児の集団歯科健診の受診者で、検査結果及び口腔内、生活習慣等の状況
から歯科に係るフォローが必要とされた幼児に対して、歯科医師や歯科衛生
士による口腔内観察、歯科保健指導、口腔内に関する歯科相談を行う。

市が独自に実施して
いる事務

（千円）

1,864
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題 今後の

方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 元 年度

継続

平成 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧ ６歳臼歯健康診査事業 保健センター
６歳臼歯及び永久歯のう蝕予防を目的に市内の協力歯科医院にて
無料で歯科健診・歯科保健指導を実施。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

9,213
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 元 年度

継続

実施区分

⑨ 妊婦歯科健診事業 保健センター
妊婦を対象とした歯科疾患の早期発見・早期予防を目的に、市内の
協力歯科医院にて歯科健康診査・歯科保健指導を妊娠中に１回（無
料）実施し、母子保健の向上を図る。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

6,685
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 元 年度

継続

実施区分

⑩ 産婦歯科健診事業 保健センター
産婦を対象とした歯科疾患の早期発見・早期予防を目的に、市内の
協力歯科医院にて歯科健康診査・歯科保健指導を出産後１年以内に
１回（無料）実施し、母子保健の向上を図る。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

3,639
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・妊婦健診の助成額が府内各市と比べて低いため、費用の実態等を踏まえて令和２年度にお

いて助成総額12万円に増額することとした。
・平成30年度から実施している産婦健診については、産婦１人当たり１回以上の受診回数の
実績があり、産後うつの予防や新生児への虐待予防等、産後の初期段階における母子に対
する支援の強化に効果が得られていると考える。なお、産婦健診に係る事業費については、
国の補助金の対象（補助率１／２）であるため、引き続き補助金により財源を確保しながら効
果的に事業を継続していく必要がある。

平成 元 年度

継続

実施区分

⑪
妊婦・産婦・乳児一般
・乳児後期健診事業

保健センター
妊産婦・乳児に対して疾病等を早期に発見し、相談指導及び支援を
行うことを目的として医療機関で健康診査を実施する。

事業の一部が法
定事務

（千円）

341,401
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・育児不安や負担が強い産後2か月未満の産婦や乳児への訪問は産後早期に専門

的助言を行い、産後うつや虐待発生の予防に寄与することができる事業である。令和
元年度の新生児訪問・未熟児訪問の実施件数は前年度よりも増加しているものの、出
生数の66.5％の訪問率であるため、今後訪問件数のさらなる増加を図る必要がある。
・事業費の一部については、国・府の交付金の対象（国・府の交付割合合計２／３）で
あるため、引き続き交付金により財源を確保しながら事業を継続していく必要がある。

平成 元 年度

継続

実施区分

⑫ 訪問指導事業 保健センター
関係機関や本人、家族からの依頼があった家庭や乳幼児健診の未受診児で支援が必
要と考えられる家庭を保健師や助産師が訪問し、妊産婦や未熟児を含む乳幼児に対
して保健指導を行う。（新生児訪問、未熟児訪問、妊産婦の訪問は法定事務）

事業の一部が法
定事務

（千円）

9,320
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名



3

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　母子保健事業 4 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 341 施策 健康づくりの推進

市民ニーズ、社会的役割

・新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、実施体制や実施方法について
検討が必要である。

平成 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑬ 離乳食講習会事業 保健センター
乳幼児の保護者を対象に、離乳食の進め方や調理方法等について
講習会を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

596
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・新型コロナウイルスの感染拡大防止も踏まえ、今後は教室参加型だけでな
く、気軽に自宅等で必要な知識を学べるよう実施体制や実施方法について検
討が必要である。

平成 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑭ 妊婦（両親）教室事業 保健センター
妊婦及びその配偶者が安心して出産を迎えられるよう、妊娠・出産・
育児の知識や技術等関する講演や教室を開催する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

763
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・法令に基づく制度であり、給付の対象となる医療費は医療機関から請求される診療報酬を基

に算出しているため適切である。
・対象となる未熟児の世帯の所得税額等を基に自己負担金を徴収する必要があり、自己負担
金の滞納等が生じることのないよう、適切に処理していく必要があるため、令和２年度より新た
に滞納整理事業を本事業と切り分けて新設した。
・事業費については、国・府の負担金の対象（国・府の負担割合合計３／４）であるため、引き
続き負担金により財源を確保しながら事業を継続していく必要がある。

平成 元 年度

継続

実施区分

⑮ 未熟児養育医療給付事業 保健センター
出生体重２，０００ｇ以下の低体重等、種々の未熟性があり、養育医療指定医
療機関の医師が入院養育が必要であると認めた未熟児を対象に、当該医療
機関での入院養育に要する医療費を所得に応じて一部公費負担する。

事業全体が法定
事務

（千円）

18,958
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・こどもアレルギー専門相談の受診児数が減少しているため、効果的な実施
方法等について検討する必要がある。
・事業費については、子どもアレルギー予防事業助成金により概ね特定財源
を基に運用できているため、引き続き財源を確保しながら実施していく必要が
ある。

平成 元 年度

継続

実施区分

⑯
子どもアレルギー予防事

業
保健センター

乳幼児健診等で把握したアレルギーハイリスク児や、保健師等による
保健指導や、専門医による診察・指導等を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

3,462
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・妊娠届出時の面接は、子育て支援等の情報提供やハイリスク妊婦のアセスメントに有効であ

るが、業務の効率化を図るためタブレットの利用を導入するとともに、新型コロナウイルスの感
染防止の観点からオンライン面接など新たな方法を検討する必要がある。また、相談方法に
ついても、気軽に相談できるＳＮＳやメールなどさまざまなツールの活用を検討する必要があ
る。
・事業費の一部については、国・府の交付金の対象（国・府の負担割合合計２／３）であるた
め、引き続き交付金により財源を確保しながら事業を継続していく必要がある。

平成 元 年度

拡充

実施区分

⑰ 妊産婦相談支援事業 保健センター
妊産婦等への母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、
専任保健師が専門的な見地から支援のコーディネート等を行うとともに、妊娠後
期に支援レターを送付し、産前産後の相談支援、事業の情報提供等を行う。

市が独自に実施して
いる事務

（千円）

6,943
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・プレママ産後ママゆったりスペースは、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、実施体

制や実施方法について検討するとともに、地域の子育て支援が充実している状況を踏まえ今
後のあり方を見直す必要がある。
・助産師会に委託している助産師継続訪問は訪問件数が年々増加しており、引き続き関係機
関や専門職が連携して事業を実施していく必要がある。
・事業費の一部については、国の補助金の対象（補助率１／２）であるため、引き続き補助金
により財源を確保しながら効果的に事業を継続していく必要がある。

平成 元 年度

継続

実施区分

⑱ 産前・産後サポート事業 保健センター
妊産婦及び乳児に対して、家庭や身近な場所で助産師等の専門家や、子育
て経験者やシニア世代の子育てサポーター（話し相手）による相談支援を実
施する。

市が独自に実施して
いる事務

（千円）

2,874
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名
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□ 市民ニーズ、社会的役割
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

■
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　母子保健事業 4 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 341 施策 健康づくりの推進

平成 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑲ 産後ケア事業 保健センター
体調不良や育児不安があり、家族から育児の援助が受けられない産後２か
月までの産婦及び乳児に対し、医療機関等で宿泊やデイサービスによる心
身のケアや育児のサポートを実施するとともに休養の機会を提供する。

市が独自に実施して
いる事務

（千円）

11,979
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・事業費については、国・府の交付金の対象（国・府の補助率合計２／３）であ
るため、引き続き交付金により財源を確保しながら効果的に事業を継続してい
く必要がある。
・利用者に対しても負担能力に応じて一定の費用負担を求めており、妥当であ
る。

平成 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑳ 産後家事支援事業 保健センター
家族等から十分な家事及び育児の援助が受けられず、産後の心身
の不調等により家事が困難な産後６か月までの産婦を対象に家事支
援を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

5,643
※課題があるものは■

今後の
方向性・多胎児の出産の場合、出産後に入院期間が長期化する傾向にあることや、生後４か月頃までは授乳

が頻回となるため育児の負担が大きいことを踏まえ、令和２年度より対象を産後４か月までに拡大した。
・母子保健法の改正により、産後ケア事業が法定化され、産後１年までの者を対象として心身のケアや
育児のサポート等を行うことが市町村の努力義務とされることを踏まえ、事業の実施方法等を見直す必
要がある。
・事業費については、国の補助金の対象（補助率１／２）であるため、引き続き補助金により財源を確保
しながら効果的に事業を継続していく必要がある。
・利用者に対しても負担能力に応じて一定の費用負担を求めており、妥当である。

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・不妊治療による出生児は増加し、不妊治療に対する市民ニーズは高まって
いることから、令和元年度に特定不妊治療自己負担額助成を開始した。引き
続き不妊治療への支援を継続する必要はあるが、本事業の相談者数は少な
く、本事業以外にも相談できる場所が存在していることから、廃止してもやむを
得ないと考える。

令和 元 年度

廃止

実施区分

㉑ 不妊治療相談事業 地域保健課
不妊に悩む方を対象として、不妊治療専門医師や不妊専門相談員
（助産師）による個別相談を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

178
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 年度

実施区分

㉒

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 年度

実施区分

㉓

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 年度

実施区分

㉔

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名


